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医療法上の過剰な病床の状況（平成 30年度病床機能報告） 

 医療法第 30条の 15等における「過剰な病床」とは、構想区域における「基準日後病床機能別病床数（2018

年度病床機能報告の場合、2025年の予定病床数）」が地域医療構想で想定した 2025年の「病床数の必要量」

の病床数に達している機能の病床 

【下記のうち「濃色セル」が過剰な病床機能にあたる】 

参考資料１ 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期
休棟中

（再開予定）
休棟中

（廃止予定）
無回答等

豊能
A 病床機能報告
（2025年の予定） 1,794 4,135 1,055 2,121 26 48 0

B 病床数の必要量
（2025年）

1,436 4,044 3,577 2,421

A-B
（正の場合「過剰な病床」に

該当）
358 91 ▲ 2,522 ▲ 300

三島
A 病床機能報告
（2025年の予定） 890 3,095 1,058 1,507 79 5 0

B 病床数の必要量
（2025年） 956 2,961 2,786 2,410

A-B
（正の場合「過剰な病床」に

該当）
▲ 66 134 ▲ 1,728 ▲ 903

北河内
A 病床機能報告
（2025年の予定） 919 5,461 975 2,835 103 46 37

B 病床数の必要量
（2025年） 1,197 4,319 4,511 3,083

A-B
（正の場合「過剰な病床」に

該当）
▲ 278 1,142 ▲ 3,536 ▲ 248

中河内
A 病床機能報告
（2025年の予定） 622 3,146 770 1,137 5 69 0

B 病床数の必要量
（2025年） 657 2,424 2,759 1,275

A-B
（正の場合「過剰な病床」に

該当）
▲ 35 722 ▲ 1,989 ▲ 138

南河内
A 病床機能報告
（2025年の予定） 1,257 2,676 559 2,179 0 0 0

B 病床数の必要量
（2025年） 814 2,515 1,875 1,902

A-B
（正の場合「過剰な病床」に

該当）
443 161 ▲ 1,316 277

堺市
A 病床機能報告
（2025年の予定） 1,093 3,155 1,151 3,826 15 44 10

B 病床数の必要量
（2025年） 991 3,128 2,571 3,202

A-B
（正の場合「過剰な病床」に

該当）
102 27 ▲ 1,420 624

泉州
A 病床機能報告
（2025年の予定） 1,166 3,042 1,251 3,337 22 43 0

B 病床数の必要量
（2025年） 993 2,818 2,623 2,523

A-B
（正の場合「過剰な病床」に

該当）
173 224 ▲ 1,372 814

大阪市
A 病床機能報告
（2025年の予定） 5,566 14,871 3,275 8,139 309 130 0

B 病床数の必要量
（2025年） 4,745 12,838 10,662 6,458

A-B
（正の場合「過剰な病床」に

該当）
821 2,033 ▲ 7,387 1,681

【参考】
A 病床機能報告
（2025年の予定） 13,307 39,581 10,094 25,081 559 385 47

大阪府
B 病床数の必要量
（2025年） 11,789 35,047 31,364 23,274

A-B
（正の場合「過剰な病床」に

該当）
1,518 4,534 ▲ 21,270 1,807
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【参考】医療法に規定された知事権限（医療計画・地域医療構想関係） 
（１）過剰な病床への転換への中止への命令（公的医療機関等）又は要請（民間医療機関） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）不足する医療機能への転換等の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）非稼働病床について、削減を命令（公的医療機関等）又は要請（民間医療機関）  

 

 

 

 

 

 

 

 

医療法第 30 条の 15 都道府県知事は、第三十条の十三第一項の規定による報告に係る基準
日病床機能と基準日後病床機能とが異なる場合その他の厚⽣労働省令で定める場合において、当
該報告をした病床機能報告対象病院等（以下この条及び次条において「報告病院等」という。）の
所在地を含む構想区域における病床機能報告対象病院等の病床の当該報告に係る基準日後病
床機能に係る病床の機能区分に応じた数が、医療計画において定める当該構想区域における当該
報告に係る基準日後病床機能に係る病床の機能区分に応じた将来の病床数の必要量に既に達し
ているときは、報告病院等の開設者又は管理者に対し、当該報告に係る基準日病床機能と基準日
後病床機能とが異なる理由その他の厚⽣労働省令で定める事項（以下この条において「理由等」と
いう。）を記載した書面の提出を求めることができる。 
※以下、第２項から第７項において、医療審議会への説明の求め等、必要な措置について規定 

医療法第７条の２第３項 都道府県知事は、第一項各号に掲げる者が開設する病院（療養病
床等を有するものに限る。）又は診療所（前条第三項の許可を得て病床を設置するものに限る。）
の所在地を含む地域（医療計画において定める第三十条の四第二項第十二号に規定する区域を
いう。）における療養病床及び一般病床の数が、同条第六項の厚⽣労働省令で定める基準に従い
医療計画において定める当該区域の療養病床及び一般病床に係る基準病床数を既に超えている場
合において、当該病院又は診療所が、正当な理由がなく、前条第⼀項若しくは第二項の許可に係る
療養病床等⼜は同条第三項の許可を受けた病床に係る業務の全部又は一部を⾏つていないとき
は、当該業務を⾏つていない病床数の範囲内で、当該病院又は診療所の開設者又は管理者に対
し、病床数を削減することを内容とする許可の変更のための措置をとるべきことを命ずることができる。 

医療法第７条第 5項 都道府県知事は、病院の開設の許可若しくは病院の病床数の増加若しくは
病床の種別の変更の許可又は診療所の病床の設置の許可若しくは診療所の病床数の増加若しくは
病床の種別の変更の許可の申請に対する許可には、当該申請に係る病床において、第三十条の十
三第一項に規定する病床の機能区分(以下この項において「病床の機能区分」という。)のうち、当該
申請に係る病院又は診療所の所在地を含む構想区域(第三十条の四第一項に規定する医療計画
(以下この項、次条及び第七条の三第一項において「医療計画」という。)において定める第三十条の
四第二項第七号に規定する構想区域をいう。第七条の三第一項において同じ。)における病床の機
能区分に応じた既存の病床数が、医療計画において定める当該構想区域における同号イに規定する
将来の病床数の必要量に達していないものに係る医療を提供することその他の医療計画において定め
る同号に規定する地域医療構想の達成の推進のために必要なものとして厚⽣労働省令で定める条
件を付することができる。 
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医療法第 30 条の 12 第七条の二第三項から第五項までの規定は、医療計画の達成の推進のた
め特に必要がある場合において、同条第一項各号に掲げる者以外の者が開設する病院（療養病床
又は一般病床を有するものに限る。）又は診療所（第七条第三項の許可を得て病床を設置するも
のに限る。）について準用する。この場合において、第七条の二第三項中「命ずる」とあるのは「要請す
る」と、同条第四項中「前三項」とあるのは「前項」と、「病床数及び当該申請に係る病床数」とあるの
は「病床数」と、同条第五項中「第⼀項若しくは第二項の規定により前条第一項から第三項までの許
可を与えない処分をし、又は第三項」とあるのは「第三項」と、「命令しよう」とあるのは「要請しよう」と読
み替えるものとする。 


